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１．はじめに 69 

内航フェリー・ＲＯＲＯ船による輸送は、岸壁に船舶を係留しランプウェイ（傾斜路）を接70 

続することで、ユニットロード貨物1を運ぶ車両が走行して乗下船できるとともに、一度に大71 

量の車両を輸送できるという特徴がある。特に、長距離輸送については、一度の航行で100台72 

以上のシャーシ2を運搬することもあり、全てを道路走行するトラック輸送と比べ、労働生産73 

性が高いとされ3 、環境負荷低減にも寄与している。 74 

こうした船舶による輸送は、時代の変化や要請を踏まえつつ、トラック、船舶、鉄道、航空75 

からなる国内物流ネットワークの一端を担ってきた。各モードの輸送は相互影響しており、ト76 

ラック輸送の普及に併せ、ドライバー負担軽減の観点から、1960年代後半、長距離フェリーや77 

ＲＯＲＯ船の輸送サービスが開始された4。一方で、1988 年以降順次開通した本州・四国連絡78 

橋は、四国内の高速道路網の整備により、これまで内航フェリー輸送に依存していた阪神・四79 

国間におけるトラックの輸送経路を、連絡橋を利用した陸送へとシフトさせた5。 80 

このような中、運輸政策審議会答申において、陸送から海上輸送・鉄道輸送への「モーダル81 

シフト」という言葉が用いられるようになった。具体的には、1981年、第二次石油危機に際し82 

省エネ対策を目的として、1990 年には労働力不足対策として、その後は環境対策の観点も含83 

め、「モーダルシフト」という言葉が用いられ、内航フェリー・ＲＯＲＯ船は、その受け皿の84 

一つとして着目されたが、現実的には、必ずしも顕著なモーダルシフトは確認されなかった6。 85 

2010年代に、電子商取引（ＥＣ）市場が拡大し、宅配便の取扱件数が増加する中、トラック86 

ドライバーの担い手不足・労働力不足が指摘されるようになった。現在、トラックドライバー87 

の年齢構成は40代以上が全体の７割強を占める状態となるなど高齢化が進んでいるほか、労88 

働時間は全産業平均より約２割長い状況で、有効求人倍率は全職業平均の約２倍と求職者不足89 

が続いており、陸送事業者の半数以上がトラックドライバー不足を感じているという調査結果90 

もある。こうしたトラックドライバー労働力不足への対策として、モーダルシフトが改めて着91 

目されてきている。 92 

さらに、2024年度から、働き方改革を目指した労働基準法及び「自動車運転手の労働時間等93 

の改善のための基準（平成元年労働省告示第７号）」（以下、「改善基準告示」とする。）の改正94 

により、トラックドライバーに時間外労働の上限規制等が課せられることとなり、更なるトラ95 

                                   
1 一定の単位（ユニット）にまとめて輸送される貨物 
2 用語の意味について、本中間とりまとめにおいては、ヘッド（動力を持つ牽引車両）、シャーシ（動力を

持たない被牽引車両）、トレーラー（ヘッドとシャーシを連結して走行する車両）とする。 
3 加藤博敏・根本敏則：海運活用による長距離トラック輸送のドライバー不足解消－ドライバーの実拘束時

間に着目した労働生産性指標の提案－，日本物流学会誌，第28号，pp.113-123，2020． 
4 加藤博敏：長距離フェリー・RORO船活用による長距離トラック輸送の働き方改革と輸送力確保－トラック

が利用可能な航路サービスの現状とその活用意義－，運輸と経済，第882号，pp.31-39，2020． 
5 岡山正人・小谷通泰：経営環境変化を考慮したトラックによる経路選択モデルの構築とフェリーへのモー

ダルシフトに関する研究，日本航海学会論文集，107号,pp1-12,2002． 
6 渡邊壽大・松田琢磨：内航RORO／フェリーモーダルシフトの可能性と課題，海事交通研究、第67集，

pp.111-120，2019． 
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ックドライバー労働力不足が懸念されている（いわゆる「物流の2024年問題」）。このため、96 

国内物流ネットワークの維持に向け、特に長距離輸送の受け皿として、内航フェリー・ＲＯＲ97 

Ｏ船へのモーダルシフトが可能となるよう、これらの輸送力を強化していく必要がある。 98 

 こうした背景のもと、本年２月に、学識経験者や内航海運業者（内航フェリー事業者、ＲＯ99 

ＲＯ船事業者）から構成される「次世代高規格ユニットロードターミナル検討会」を設置し、100 

貨物の輸送動向や、今後必要となる港湾整備及び情報通信技術や自動技術を用いた荷役効率化101 

などの取組を検討してきた。検討に当たっては、現場における実態及び各社共通の課題や取組102 

について整理するため、検討会の下に、フェリー・ＲＯＲＯ船の別にＷＧを設置し、議論を行103 

ってきた。 104 

 今般、本検討会での議論を踏まえ、内航フェリー・ＲＯＲＯ船による貨物輸送動向や、次世105 

代高規格ユニットロードターミナル形成に向けた当面の取組内容等について、中間とりまとめ106 

を行うものである。 107 

 108 

 109 

 110 

 111 

 112 

 113 

 114 

 115 

 116 

 117 

 118 

 119 

 120 

 121 

 122 

 123 

 124 

 125 

 126 

 127 

 128 

 129 

 130 

 131 
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２．内航フェリー・ＲＯＲＯ船輸送の現状と今後のトラックドライバー労働力不足を踏まえた132 

輸送需要動向 133 

 134 

（１）内航フェリー・ＲＯＲＯ船輸送の現状 135 

①国内物流の動向 136 

 国内貨物輸送量（トンベース）については、産業構造の変化等による、重量のシェアが大き137 

な貨物である鉱産品や金属機械工業品、化学工業品の減少といった要因により、長期的に減少138 

傾向にある（図１参照）。 139 

 140 

 141 
図１ 国内における品目別年間貨物出荷量（全国貨物純流動調査） 142 

 143 

 144 

 145 

 146 

 147 

 148 

 149 

  150 
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 国内貨物輸送の輸送モード別の推移を図２に示す。トラック輸送による輸送が８割程度のシ151 

ェアで推移しているが、輸送量は減少傾向にある。また、内航海運のシェアは、１割程度で推152 

移している。なお、図２については、トラック輸送の中に、途中フェリーを利用して輸送され153 

ているものも含まれている点に留意が必要である。 154 

 155 

 156 

 157 

図２ 国内貨物輸送の輸送モード別の推移（全国貨物純流動調査） 158 

 159 

 160 

 161 

 162 

 163 

 164 

 165 

 166 

 167 

 168 

 169 

 170 

 171 

  172 
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②長距離フェリー・ＲＯＲＯ航路の輸送動向 173 

国内貨物輸送量が減少傾向の中にあっても、長距離フェリー・ＲＯＲＯ航路の輸送台数は増174 

加傾向となっている（図３参照）。 175 

 176 

 177 

 178 

図３ 長距離フェリー7・ＲＯＲＯ航路の輸送台数の推移 179 

                                   180 
7 長距離フェリー協会会員事業者 ： 2023年６月時点の会員は「新日本海フェリー、太平洋フェリー、商

船三井フェリー、オーシャントランス、宮崎カーフェリー、名門大洋フェリー、阪九フェリー、フェリーさ

んふらわあ、東京九州フェリー」の９社 
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③内航フェリー・ＲＯＲＯ船の輸送モード別シェア率 181 

2021年時点の距離帯別代表輸送機関分担率をみると、内航フェリー・ＲＯＲＯ船の輸送は、182 

輸送距離が300kmを超えた辺りからシェアが増加傾向にある。300～500km帯で1.1％、500～183 

700km帯で5.3％、700～1,000km帯で17.0％、1,000kmを超える距離帯においては、31.5％を184 

占めており、特に国内の長距離輸送において重要な輸送手段となっている（図４参照）。 185 

 186 

 187 

図４ 距離帯別代表輸送機関分担率（2021年全国貨物純流動調査） 188 

 189 

 190 

 191 
（参考）主要都市の東京からの距離  192 
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④トラックドライバーの労働力不足及び「物流の2024年問題」 193 

トラックドライバー等の道路貨物運送事業者は、40代以上が全体の７割強を占める状態194 

（令和３年）となるなど高齢化が進んでいる。また、トラックドライバーの労働時間は全産195 

業平均より約２割長く、有効求人倍率は全職業平均の約２倍と求職者不足が続いており、陸196 

送事業者の半数以上がドライバー不足を感じているという調査結果もある（図５参照）。 197 

 198 

 199 

図５ トラックドライバーの労働環境を巡る状況 200 

 201 

このような中、トラックドライバーの長時間労働の防止や健康確保の観点から、2018年に202 

成立した「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成30年法律第71203 

号）」において、労働基準法が改正され、トラックドライバーについては、2024年４月以204 

降、年960時間の時間外労働の上限規制が適用されることとなった。また、同じく2024年４205 

月以降、改善基準告示について、年間の拘束時間の上限を原則3,300時間とする等の見直し206 

がなされることとなっており、「物流の2024年問題」として、更なる労働力不足が懸念され207 

るところである（表１参照）。こうしたトラックドライバーによる輸送能力の不足分につい208 

て、労働時間の短縮効果が大きい（労働生産性の高い）長距離輸送を中心とした、陸送から209 

内航フェリー・ＲＯＲＯ船による輸送へモーダルシフトが進む可能性がある。 210 

 211 

 212 

 213 

 214 

 215 

 216 
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表１ 労働基準法及び改善基準告示の改正によるトラックドライバーへの影響 217 

 218 

 219 

 220 

 221 

 222 

 223 

 224 

 225 

 226 

 227 

 228 

 229 

 230 

 231 

 232 

 233 

 234 

⑤荷主・フォワーダーの動向 235 

 荷主・フォワーダーにおいては、「物流の2024年問題」も見据えつつ、陸送から内航フェ236 

リー・ＲＯＲＯ船利用へのモーダルシフトを推進する動きや、リードタイムを長期化させる237 

ような動向が見受けられる。 238 

 例えば、食品５社8の共同出資により2019年に設立されたF-LINE（株）は、共同物流やモ239 

ーダルシフトに積極的に取り組んでいる。一例として、味の素（株）の国内食品生産体制の240 

再編にあわせ、「物流の2024年問題」の解決を目的とした物流ネットワークの再編を協調し241 

て取り組み、三重県（四日市市）から宮城県（仙台市）の間の輸送について、使用車両をト242 

ラックからトレーラーに大型化するとともに、陸送輸送の全てについて、名古屋港から仙台243 

塩釜港への内航フェリー輸送にモーダルシフトを行った。また、神奈川県（川崎市）から兵244 

庫県（西宮市）間の移動についても、リードタイム延長により千葉港から堺泉北港のＲＯＲ245 

Ｏ航路と鉄道を併用するモーダルシフトを実現している。また、ヤマト運輸（株）は、改善246 

基準告示を遵守するため、翌日配送エリアの一部を翌々日に変更する対応を行っている。航247 

路・ダイヤ次第で、内航フェリー・ＲＯＲＯ船へのモーダルシフトが可能なエリアが拡大す248 

る可能性が生まれている。 249 

 このような荷主・フォワーダーの動向に対応し、内航フェリー・ＲＯＲＯ船による輸送量250 

                                   
8 味の素（株）、ハウス食品グループ本社（株）、カゴメ（株）、（株）日清製粉ウェルナ、日清オイリオグル

ープ（株） 
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増加が見込まれるところである。本検討で実施した内航フェリー・ＲＯＲＯ船社へのアンケ251 

ート結果によれば、内航フェリー・ＲＯＲＯ船社（離島航路を除く）の約８割が、既に荷主252 

からモーダルシフトの相談を受けている状況となっている。 253 

 254 

⑥内航フェリー・ＲＯＲＯ船の大型化動向 255 

 これまでに、内航フェリー・ＲＯＲＯ船社は、トラックドライバーの労働力不足等により増256 

加する輸送需要等に対応するため、船舶大型化や航路開設・増便といった、輸送力強化の取組257 

を行ってきた。船舶の大型化動向について、中長距離航路9を対象にみると、1990年から2020258 

年まで、過去30年の間で、全国平均の値として、総トン数は、フェリーは1.4 倍（約7,900259 

トン→約11,000トン）、ＲＯＲＯ船は2.6倍（約4,300トン→約11,000トン）に大型化して260 

いる。また、積載トン数・シャーシ積載台数も同様に増加し、2020 年時点で、フェリーは約261 

5,200 トン・131 台、ＲＯＲＯ船は約6,100 トン・133 台となっており、関連して、船舶の船262 

長・満載喫水・船幅といった諸元も増加している（表２参照）。 263 

今後の船舶諸元の大型化動向について、本検討会で実施した内航フェリー・ＲＯＲＯ船社へ264 

のアンケート結果では、長距離フェリーは船幅方向又は深さ方向に大型化するという回答が多265 

く、ＲＯＲＯ船は水平方向（船長方向又は船幅方向）の回答が多かった。2020 年時点におい266 

て、平均船長は、長距離フェリーは190m、ＲＯＲＯ船は160mであり、今後の大型化の方向性267 

として、航行管制の制約10（200m）までは船長を延伸するのでは、という意見もあった。 268 

 269 

表２ 内航フェリー・ＲＯＲＯ船の大型化動向 270 

 271 

                                   
9 100km以上の航路。沖縄本島以外の離島航路除く 
10 海上交通安全法（昭和47年法律第115号）に基づく、船長200m以上の船舶が瀬戸内海等の航路を航行す

る際における、海上保安庁への航路航行予定時刻の通報義務や一部航路の航行時間制限など 

項目 1990年 2000年 2010年 2020年 伸び率
（1990年⇒2020年）

総トン数 7,900トン 10,000トン 10,000トン 11,000トン 約1.4倍

積載トン数 3,400トン 4,400トン 4,400トン 5,200トン 約1.5倍

シャーシ積載台数 95台 119台 115台 131台 約1.4倍

乗用車積載台数 79台 84台 72台 80台 約1.0倍

船長 150m 160m 170m 170m 約1.1倍

満載喫水 5.7m 6.0m 6.2m 6.3m 約1.1倍

船幅 22.8m 24.1m 24.6m 24.6m 約1.1倍

■ フェリーの大型化動向（全国平均）

出典：海上定期便ガイド、日本船舶明細書、内航船舶明細書※フェリーは中長距離航路（100km以上の航路）を対象とした（沖縄本島以外の離島航路除く。） 。

※シャーシ積載台数としては、8・10・12m等のシャーシと、トレーラー（中型、大型等）を、種別ｻｲｽﾞ関わらず１台としてカウント。

項目 1990年 2000年 2010年 2020年 伸び率
（1990年⇒2020年）

総トン数 4,300トン 5,400トン 8,100トン 11,000トン 約2.6倍

積載トン数 3,900トン 4,500トン 5,200トン 6,100トン 約1.6倍

シャーシ積載台数 50台 59台 100台 133台 約2.7倍

船長 120m 130m 150m 160m 約1.3倍

満載喫水 5.8m 6.2m 6.6m 6.8m 約1.2倍

船幅 19.0m 20.5m 26.4m 28.2m 約1.5倍

■ RORO船の大型化動向（全国平均）
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⑦内航フェリー・ＲＯＲＯ船輸送の特徴 272 

 内航フェリー・ＲＯＲＯ船による輸送の特徴として、トラックドライバーが乗船する場合（有273 

人航送）は船内休息に充てることが可能となるほか、乗船しない場合（無人航送）はヘッドか274 

ら切り離されたシャーシのみ運搬する形態で輸送されており、トラックドライバーの運転時275 

間・距離の短縮に寄与していることが挙げられる。また、無人航送の場合は、ドライバーは地276 

域内の物流に専念することが可能であり（図６参照）、そうした意味での働き方改革といった277 

点もある。 278 

 279 

 280 
図６ 有人航送、無人航送のイメージ 281 

 282 

内航フェリー・ＲＯＲＯ船社の積載率（消席率）11については、2022年11月時点で、約70％283 

（平均）12であり、貨物の曜日や季節での変動の影響等も考えると、現在就航中の航路は、そ284 

の輸送能力に対して十分利用がなされている状況である。 285 

 また、内航フェリー・ＲＯＲＯ船による輸送は、災害時において他のインフラが停止した際286 

でも、岸壁に船舶を係留しランプウェイ（傾斜路）を接続することで荷役を行うことができる287 

ため、緊急輸送手段として利用可能であり、過去の災害時において、緊急車両や人員等を輸送288 

するなど高い機動力を発揮している。 289 

加えて、内航フェリー・ＲＯＲＯ船による輸送は、一度に多くのトレーラー・シャーシ等を290 

輸送することから、同じ量の貨物を運ぶ際に排出する二酸化炭素量が陸送と比較し低く、環境291 

負荷低減に寄与している。近年では、船舶燃料のLNG化等や、港湾ターミナルの低炭素化と併292 

せ、政府目標である「2050年カーボンニュートラル」の達成への貢献が考えられるところであ293 

る。 294 

以上のように、内航フェリー・ＲＯＲＯ船による輸送は、国内物流を維持する上で極めて重295 

要な輸送形態である。 296 

 297 

 298 

 299 

  300 

                                   
11 本船積み荷スペースに対する船積み実績の割合 
12 本検討会で実施した内航フェリー・ＲＯＲＯ船社へのアンケート結果に基づく 
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（２）今後のトラックドライバー労働力不足を踏まえた内航フェリー・ＲＯＲＯ船の輸送需要301 

動向について 302 

「物流の2024年問題」に対応し、物流を持続可能なものとしていくための方策を検討する303 

ために、2022年９月に、国土交通省、農林水産省、経済産業省の三省により、有識者、関係団304 

体及び関係省庁からなる「持続可能な物流の実現に向けた検討会」が設置された。 305 

当該検討会において、株式会社NX総合研究所の試算によれば、このまま推移すると、新型306 

コロナウイルス感染症の感染拡大以前の2019年度の貨物輸送量と比較して、 307 

・2024年度には輸送能力の14.2％（営業用トラックの輸送トン数換算で4.0億トン相当） 308 

・2030年度には輸送能力の34.1％（営業用トラックの輸送トン数換算で9.4億トン相当） 309 

が不足する可能性があるとされた。 310 

 こうしたことを受け、我が国の物流を支える環境整備について、関係行政機関が連携し、政311 

府一体となって総合的な検討を行うべく、「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」が令312 

和５年３月31日に設置され、同年６月２日に「物流革新に向けた政策パッケージ」が取りま313 

とめられた。同パッケージにおいて、 314 

・2024年度に発生し得るトラック輸送不足量に対しては、荷待ち・荷役の削減、積載効率の向 315 

上、モーダルシフト、再配達削減によって対応することとされ、モーダルシフトについては、316 

内航海運及び貨物鉄道で1,500万トンを補うことを目指す 317 

・2030年度に発生し得るトラック輸送不足量に対しては、2023年末までに政府の中長期計画318 

を策定する 319 

こととされた。 320 

以上の状況を踏まえ、内航フェリー・ＲＯＲＯ船へのモーダルシフト量の増加が、どの程度、321 

トラック輸送量不足に寄与するか、試算を行った。 322 

 323 

① 短期 324 

 内航フェリー・ＲＯＲＯ船へのモーダルシフト量の増加の試算に当たっては、輸送距離帯別325 

の考察を行うため、直近の 2021 年全国貨物純流動調査結果（3 日間調査）を用いた。試算の326 

対象となる内航フェリー・ＲＯＲＯ船による輸送量は2021年度実績で5,135万トンである13。 327 

 モーダルシフトにより、内航フェリー・ＲＯＲＯ船による輸送がどの程度増加するかについ328 

ては、本検討会で実施した同船社へのアンケート結果を参考にした。具体的には、 329 

・内航フェリー・ＲＯＲＯ船の平均積載率が約70％（2022年11月時点）であること 330 

・船社の見通しとして、2023年度においても、１割増を見込んでいる船社が２割以上、２割増331 

を見込んでいる船社が１割以上を占めている 332 

ことを踏まえ、内航フェリー・ＲＯＲＯ船の輸送量が1.2倍になると仮定し、モーダルシフト333 

量について試算を行った。試算に当たっては、輸送量の増加分（２割）をモーダルシフト量と334 

し、また、当該モーダルシフト量が営業用トラック輸送量に占める割合について、輸送距離帯335 

                                   
13 「内航船舶輸送統計年報」等により国土交通省集計 
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別に算出した（輸送距離帯のシェアは図７により算出）。 336 

 337 

図７ 距離帯別代表輸送機関分担率（2021年）※一部図４の再掲 338 

（全国貨物純流動調査（３日間）） 339 

 340 

試算結果を表３に示す。内航フェリー・ＲＯＲＯ船による輸送量が1.2倍になると仮定した341 

場合、モーダルシフト量は1,027万トンとなった。また、距離帯別に、トラック輸送量に占め342 

るモーダルシフト量の割合をみると、長距離帯になるほど、そのシェアが大きくなったことか343 

ら、内航フェリー・ＲＯＲＯ船による輸送は、長距離輸送を中心にトラックドライバー不足へ344 

の寄与が高くなると考えられる。 345 

 346 

表３ 内航フェリー・ＲＯＲＯ船による輸送量1.2倍の場合における 347 

モーダルシフト量及び当該輸送量がトラック輸送量に占める割合 348 

 349 
 350 

 なお、本件記述においては、マクロな数字のみで考察を行っており、実際は、積載率や輸送351 

能力について、航路毎に異なることや、季節や曜日変動があること等に留意が必要である。 352 

一方で、既にターミナルが狭隘で非効率な荷役となっている例も多い14ことから、そうした353 

ターミナルの機能強化は急務と考えられる。 354 

 355 

                                   
14 本検討会で実施した内航フェリー・RORO船社へのアンケート結果に基づく 

距離帯
モーダルシフト量［万トン／年間］

（モーダルシフト量／トラック輸送量）（※1）

輸送量1.2倍と仮定
0km ～ 100km 9 (0.004%) 

100km ～ 300km 51  (0.1%) 
300km ～ 500km 68  (0.3%) 
500km ～ 700km 187  (1.8%) 
700km ～ 1,000km 359  (10.9%) 

1,000km ～ 353  (27.7%) 
合計 1,027

（※1）（モーダルシフト量）／（トラック輸送量）
＝（内航フェリー・RORO船の追加輸送量（輸送量増加分の距離帯内訳））／（営業用トラック輸送量（距離帯内訳）。
距離帯内訳は、2021年全国貨物純流動調査結果（3日間）に基づく。
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②中長期 356 

 「物流革新に向けた政策パッケージ」において、2030年度に発生し得るトラック輸送不足量357 

（輸送力の34％、営業用トラックの輸送トン数換算で9.4億トン相当）への対応は、2023年358 

末までに政府の中長期計画を策定するとされた。現時点で、内航海運及び貨物鉄道へのモーダ359 

ルシフトで補うことが期待される量は決まっていないが、2024 年度に発生し得るトラック輸360 

送不足量へのモーダルシフト対応分の年間1,500万トンより更に多くなる可能性がある。 361 

このため、更なる輸送需要に対応するため、輸送量増加の状況を踏まえつつ、船舶輸送能力362 

の向上（船舶大型化や新規航路増設、増便等）及びターミナルの新設・再編を含む機能強化を363 

推進する必要がある。 364 

なお、①より更に内航フェリー・ＲＯＲＯ船へのモーダルシフトが進むと想定されることか365 

ら、感度分析として、輸送量が1.5倍となった場合と、2.0倍となった場合の２種類でモーダ366 

ルシフト量を試算した。試算に当たっては、①と同様に、輸送距離帯別の数値は2021年全国367 

貨物純流動調査結果（３日間調査）を用いるとともに、内航フェリー・ＲＯＲＯ船による輸送368 

量は、5,135万トン（2021年度実績）とした。 369 

試算結果を表４に示す。内航フェリー・ＲＯＲＯ船による輸送量が1.5倍、2.0倍になると370 

仮定した場合、モーダルシフト量は2,567万トン、4,518万トンとなった。なお、輸送量2.0371 

倍の 1,000km 以上の距離帯においては、営業用トラック輸送が全て内航フェリー・RORO 船に372 

モーダルシフトするのは現実的ではないことを考慮し、営業用トラック輸送の90%が内航フェ373 

リー・RORO船にモーダルシフトすると仮定した（図７参照）。また、1,000km未満の距離帯に374 

おいては、さらにモーダルシフトは可能であり、特にシェアの低い300kmから700kmまでの距375 

離帯についてモーダルシフトをいかに推進するかも大きな観点となる。 376 

 377 

表４ 内航フェリー・ＲＯＲＯ船による輸送量1.5倍、2.0倍の場合における 378 

モーダルシフト量及び当該輸送量がトラック輸送量に占める割合 379 

 380 

 381 

距離帯
モーダルシフト量［万トン／年間］

（モーダルシフト量／トラック輸送量）（※1）

輸送量1.5倍と仮定 輸送量2.0倍と仮定
0km ～ 100km 22 (0.01%) 44 (0.02%)

100km ～ 300km 129 (0.2%) 257 (0.5%)
300km ～ 500km 171 (0.8%) 341 (1.6%)
500km ～ 700km 466 (4.4%) 933 (8.8%)
700km ～ 1,000km 897 (27.3%) 1,794 (54.5%)

1,000km ～ 883 (69.2%) 1,148 (90%)(※2)

合計 2,567 4,518
（※1）（モーダルシフト量）／（トラック輸送量）

＝（内航フェリー・RORO船の追加輸送量（輸送量増加分の距離帯内訳））／（営業用トラック輸送量（距離帯内訳）。
距離帯内訳は、2021年全国貨物純流動調査結果（3日間）に基づく。

（※2）営業用トラック輸送が全て内航フェリー・RORO船にモーダルシフトするのは現実的ではないことを考慮し、営業用トラック輸送の
90%が内航フェリー・RORO船にモーダルシフトすると仮定した。（距離帯別代表輸送機関分担率(2021)を参照）
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③今後の検討に当たっての留意事項 382 

今般の試算は、全国データのみのマクロ的な観点での検討であったが、実際の対応に当たっ383 

ては、どの地域でどの程度ニーズが存在するのか、発着地（ＯＤ）といった方面別の検討など、384 

より詳細な検討を進める必要がある。 385 

 また、営業用トラック輸送から内航フェリー・ＲＯＲＯ船によるモーダルシフトを考える際、386 

単純にトラック１台が海路を移動するというものではなく、１航路で100台を超えるシャーシ387 

が運べるという生産性の高さにも留意する必要がある。 388 

 389 

 390 

 391 

 392 

 393 

 394 

 395 

 396 

 397 

 398 

 399 

 400 

 401 

 402 

 403 

 404 

 405 

 406 

 407 

 408 

 409 

 410 

 411 

 412 

 413 

 414 

 415 

 416 

  417 
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３．対応すべき課題 418 

 ２．（２）で記述のとおり、今後、物流の2024年問題等による、トラックドライバーによる419 

輸送から内航フェリー・ＲＯＲＯ船へのモーダルシフト等の輸送需要増加に向けた対応が必要420 

である。このため、本検討会では、内航フェリー・ＲＯＲＯ船社や、荷主・フォワーダー等へ421 

のアンケート調査を行いつつ、ターミナルにおける当面の対応が必要な内容について整理した。 422 

 現在、物流面、防災面、環境面において発生している課題は以下のとおりである。 423 

 424 

＜物流面の課題＞ 425 

（ハード面） 426 

〇 貨物輸送需要に応えるため、船舶大型化や新たな航路等に対応した岸壁整備に取り組んで427 

いるが、背後ヤード（ターミナル）については、大型化前に計画・整備した面積のまま対応428 

していることも多く、シャーシ置き場などが必ずしも十分に整備されていない。このため、429 

追加でヤードを使用する場合、背後地に点在するヤードを使用することとなり、ヤード間の430 

シャーシの行き来を余儀なくされ、非効率となっている。また、長距離の内航フェリーにつ431 

いては、無人航送の割合が増加傾向であり、ヘッド置き場の確保等でより広い面積のヤード432 

が必要となる場合もある。 433 

〇 モーダルシフトとして、陸送から内航フェリー・ＲＯＲＯ船による輸送に切り替える場合、434 

陸上輸送で多く活用されている中・小型トラックから、海上輸送で多く活用されているトレ435 

ーラーに積み替えて輸送を行うことができれば、輸送効率がさらに高まるが、港のターミナ436 

ル周辺において、小口貨物をトレーラーに積み替える施設が十分に整備されていない。また、437 

農産物等のコールドチェーンに対応するためのリーファープラグが不足している。 438 

〇 船舶大型化やトレーラーの大型化が進む中、エプロン15を含む岸壁の大型化・増深化への439 

対応や必要な駐車場面積を含むターミナルレイアウトの検討が必要である。 440 

 441 

（ソフト面） 442 

〇 ターミナルへのトレーラーの出入りに際し、ターミナル内のシャーシ位置管理、ターミナ443 

ルにおけるトレーラーの入退場管理・ダメージチェックについて、ターミナル作業員がター444 

ミナルを巡回しつつ、目視及び手入力で作業を行っている状況であり、今後の貨物需要を踏445 

まえた際、荷役効率を高めるために、情報通信技術等を用いた取組が必要である。 446 

特に、船舶積卸し・積付け時において、トラックドライバーによるシャーシ探索時間に関447 

し課題がある状況である。船舶からの積卸し時においては、引き取りまでに一時的にターミ448 

ナルで保管するシャーシの位置管理について、現状、ターミナル作業員による把握頻度が必449 

ずしも高くはなく、シャーシ引き取りのためターミナルにヘッドのみで入場したドライバ450 

ーは、自らがけん引するシャーシを探索するのに時間を要している状況である。また、船舶451 

への積付け時においては、集荷のドライバーと乗船作業を行うドライバーが異なる場合、事452 

                                   
15 岸壁等の係留施設の附帯設備であり、本船と直背後荷さばき地等との間で、貨物を円滑に移動させる場 
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前に乗船する車両の位置を確認する必要があり、時間を要している状況である。 453 

ドライバーによる探索時間は、ターミナルによって違いはあるものの、ターミナル内のヘ454 

ッド走行や徒歩による捜索時間や、発見できない場合の運転手とターミナル管理者のやり455 

取り等で最大 60 分程度16を要している箇所もある。探索時間は、ヤードが複数個所に点在456 

する場合や混雑時などに長くなる傾向にある（表５参照）。 457 

 458 

表５ 本検討会構成員の船会社からの主なコメント 459 

 460 

 461 

 462 

 463 

 464 

 465 

 466 

 467 

 468 

 469 

 470 

 471 

 472 

 473 

 474 

 475 

改善基準告示において、運転時間上限は１日当たり９時間以内（２日平均）とされている476 

中、こうしたシャーシの探索時間を不要とする取組が急務である。 477 

 478 

＜防災面の課題＞ 479 

〇 災害時において、緊急物資輸送又は代替地の港湾の係留施設の利用可否を判断する際には、480 

ランプウェイ（傾斜路）を降ろし荷役ができるかという観点から、岸壁の水深・延長はもと481 

より、岸壁の高さ・係船柱の間隔・防舷材の厚さを確認する必要がある。しかしながら、こ482 

うした施設情報は、現状、港湾管理者等へ確認を行って入手する必要があり、整備から時間483 

が経過している施設の場合は図面が紙媒体で保存されているなどの理由から、各数値を入手484 

するまでに時間を要している。 485 

 486 

 487 

                                   
16 本検討会構成員の船会社へのヒアリング結果 
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＜環境面の課題＞ 488 

〇 ユニットロード貨物流動調査（2022年11月）の結果より、長距離フェリー・ＲＯＲＯ航489 

路において製造食品や野菜・果物を運搬する輸送台数が増加している。また、温度管理が必490 

要な貨物が増えているという船社もあった。しかしながら、現状は、ヘッドのエンジン又は491 

冷蔵・冷凍シャーシに搭載した燃料装置でシャーシ内の冷蔵・冷凍機能を確保しているのが492 

実態であり、燃料がなくなった際に補充する作業が追加で必要になることや、環境負荷低減493 

の観点からも、電気で充電するリーファープラグの設置が求められている。 494 

 495 

 496 

 497 

 498 

 499 

 500 

 501 

 502 

 503 

 504 

 505 

 506 

 507 

 508 

 509 

 510 

 511 

 512 

 513 

 514 

 515 

 516 

 517 

 518 

 519 

 520 

 521 

 522 

 523 
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４．次世代高規格ユニットロードターミナル形成に係る基本的な考え方 524 

「次世代高規格ユニットロードターミナル」の概念については、2030 年頃の将来を見据え525 

今後特に推進すべき港湾政策の方向性等をとりまとめた「港湾の中長期政策『PORT 2030』」526 

（2018年７月に国土交通省港湾局策定）において、以下のとおり示されている。 527 

・内航フェリー／ＲＯＲＯ船によるシームレス輸送の効率性向上のため、情報通信技術を528 

活用して料金決済やシャーシ管理等を効率化するとともに、ターミナル内において自動529 

化技術等を実装した「次世代高規格ユニットロードターミナル」を実現する。 530 

・さらに、環境負荷の軽減、非常災害時の緊急物資・救援車両の輸送等に対応するため、運531 

航事業者との協働によるターミナルの規格の統一化を図る。 532 

 533 

 次世代高規格ユニットロードターミナル形成に係る基本的な考え方については、本検討会に534 

おける意見交換・議論の内容を踏まえ、以下のとおりとする。 535 

・トラックドライバー労働力不足に対応し、モーダルシフトの受け皿となることができる536 

よう、ターミナルの規模の確保や生産性の向上を図る。 537 

・荷役効率化に向けた情報通信技術等の導入に向けて、システム等の活用が現実的となる538 

よう、他のシステムの拡張性なども考慮しつつ、官民共同で課題解決に取り組んでいく必539 

要がある。その際、各社共通の課題は検討会での議論等を通じ、利用者の視点を十分に取540 

り入れながら、検討を進めることとする。 541 

こうした基本的な考え方を踏まえ、次世代高規格ユニットロードターミナル形成に向けた施542 

策を展開し、「物流の2024年問題」等の対応を図ることとする。 543 

 544 

加えて、今後、各ターミナルにおいて、情報通信技術の導入等の取組を行う場合、現場に混545 

乱をもたらさないよう、対象となる港湾の港湾管理者はもとより、ターミナルの関係者との間546 

で事前に調整を行う必要がある点に留意が必要である。 547 

 548 

 549 

 550 

 551 

 552 

 553 

 554 

 555 

 556 

 557 

 558 

  559 
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５．次世代高規格ユニットロードターミナル形成に向けた個別施策の方向性 560 

本検討会における意見交換・議論の内容を踏まえ、今後における、次世代高規格ユニットロ561 

ードターミナル形成に向けた個別施策の方向性を以下のとおり示す。 562 

 563 

＜物流面の対応＞ 564 

（ハード面） 565 

〇 船舶大型化等の輸送能力強化に対応するため、岸壁の新設、増深化、ヤード再編によるタ566 

ーミナル拡大等の港湾施設の整備を推進する。 567 

〇 貨物輸送需要を踏まえたシャーシ置き場、モーダルシフトを促進するための小口貨物積替568 

施設、農産品等のコールドチェーン確保のためのリーファープラグ等の整備を推進する。 569 

〇 整備に当たっては、その効果を高めるため、港湾の利用状況を踏まえた埠頭再編を行うな570 

ど、既存ストックの最大限の活用を図りつつ対応する観点に留意する。 571 

〇 また、トレーラーの大型化状況を踏まえつつ、シャーシ置き場の台数に応じた必要面積の572 

考え方を整理するなど、次世代高規格ユニットロードターミナルの整備上の留意点について573 

検討する。 574 

 575 

（ソフト面） 576 

〇 更なる荷役効率化のため、情報通信技術等を活用し、シャーシ・コンテナの位置管理、入577 

退場管理、ダメージチェックの効率化のためのシステム整備に取り組む。システム整備に当578 

たっては、シャーシのほか、輸送するコンテナの情報管理も併せて検討が必要である。 579 

〇 シャーシ・コンテナの位置管理、入退場管理、ダメージチェック、これらの情報を一体的580 

に管理・運営するシステム、船内における貨物の固縛、その他荷役効率化に資する技術につ581 

いて、第２回フェリーＷＧ・ＲＯＲＯ船ＷＧにおいて、システム会社等からのサウンディン582 

グ調査を行った。 583 

その結果、ターミナル内におけるシャーシ・コンテナの位置管理については、 584 

・ターミナルへのカメラ設置（地上部への設置）等により管理する方法 585 

・シャーシ等へのＧＰＳ設置等により管理する方法 586 

の２種類の技術提案が見受けられた。また、第１回検討会において、敦賀港を対象として行587 

った技術検証内容としては、ターミナルにＲＦＩＤを埋め込み、センサー認識により確認す588 

る手法が用いられた。 589 

 これらのシャーシ・コンテナ位置管理に係る技術の特徴・留意点を表６に示す。今後は、590 

こうした観点を踏まえ、どういった技術について、次世代高規格ユニットロードターミナル591 

の形成に当たって取り入れていくか、本検討会の枠組みを通じ、引き続き検討を進める。 592 

 593 

 594 

 595 
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表６ シャーシ・コンテナ位置管理に係る技術の特徴・留意点 596 

 597 

 598 

 599 

 600 

 601 

 602 

 603 

 604 

 605 

 606 

 607 

 608 

 609 

 610 

 611 

 612 

 613 

 また、シャーシ・コンテナの入退場管理については、ターミナルや船舶の入退場口へのカ614 

メラ設置等、ダメージチェックについては、ターミナル入退場口へのカメラ設置といった技615 

術提案が見受けられた。さらに、シャーシ等の位置管理、入退場管理、ダメージチェックの616 

情報を一体的に管理・運用するシステムの提案が見受けられた。今後、システムにどのよう617 

な情報をどのような条件で出力するかなど、各社で共通する事項については、本検討会の枠618 

組みを通じ、検討を進めることとする。 619 

 このほか、サウンディング調査においては、船内において貨物の固縛を自動で行う自動固620 

縛装置や、ヘッドとシャーシの自動連結装置、シャーシへのワイヤレス給電等の技術提案が621 

あった。これら技術についても、港湾利用者の意向を踏まえつつ、必要に応じ、導入に向け622 

た検討を進める。 623 

 624 

＜防災面の対応＞ 625 

〇 大規模災害発生時等の非常時において、緊急物資輸送や代替輸送等を円滑に行うため、内626 

航フェリー・ＲＯＲＯ船社等の関係者が、サイバーポート17（港湾インフラ分野）で港湾の627 

岸壁の水深・延長・高さや、係船柱の間隔、防舷材の厚さの情報を閲覧できるように、必要628 

な機能改修を行う方向で検討を進める。 629 

 630 

                                   
17 港湾に関する各種手続きや情報を電子化する情報プラットフォーム 
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＜環境面の対応＞ 631 

〇 農産品等のコールドチェーン確保のためのリーファープラグ等の整備を推進（「物流面の632 

対応」にも記載）することで、二酸化炭素排出量の少ないエネルギーへの転換を図る。また、633 

冷蔵・冷凍シャーシ・リーファーコンテナへのワイヤレス給電など、新技術の活用について634 

検討を進める。 635 

 636 

 637 

 638 

 639 

 640 

 641 

 642 

 643 

 644 

 645 

 646 

 647 

 648 

 649 

 650 

 651 

 652 

 653 

 654 

 655 

 656 

 657 

 658 

 659 

 660 

 661 

 662 

 663 

 664 

 665 

  666 
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６．今後の検討事項 667 

 本中間とりまとめについては、本年２月に本検討会を設置し、６月の第３回検討会までに検668 

討を進めてきた内容を取りまとめたものである。 669 

 今後、本検討会においては、政府が2023年末までに「政策パッケージ（令和５年６月２日 670 

我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議決定）」に基づく中長期計画を策定・公表すること671 

を踏まえつつ、来年１～３月に予定している最終とりまとめに向け、以下の点をはじめとして、672 

より詳細な検討を進めるものとする。 673 

・２．（２）に記述した、今後の内航フェリー・ＲＯＲＯ船輸送の輸送需要動向については、674 

マクロの検討に留まっているため、今後は、方面別の検討など、より詳細な検討を進める。 675 

・５．に記述した個別施策の方向性はターミナル内の取組に留まっているため、船舶への取組676 

等、関係部局と連携し、可能な範囲で施策を連動させるとともに、個別施策の具体化を図り、677 

2030年頃までのロードマップを作成する。 678 

・現在敦賀港で技術検証を行っている自動係留装置については、試験結果を踏まえ、その効果679 

等について整理する。 680 

また、今後、「物流の2024年問題」等を踏まえ、内航フェリー・ＲＯＲＯ船の更なる利用に681 

向け、関係者と連携しつつ、輸送量を更に増やす意向のある又は検討中の荷主と船会社との意682 

見交換の場を設定するなど、輸送需要の取り込みに向けた取組を推進するものとする。 683 

 684 

 685 

 686 

 687 

 688 

 689 

 690 

 691 

 692 

 693 

 694 

 695 

 696 

 697 

 698 

 699 

 700 

 701 

 702 


